別記

第１号様式（第２条関係）
外注又は委託に係る計画書
	外注又は委託する事業者の概要
	所在地 
	

	
	名称
	

	
	事業内容
	

	外注又は委託の内容
	

	外注又は委託の必要性
	

	外注又は委託期間
	令和　　年　月　日～令和　　年　月　日

	外注又は委託金額（税込）
	


(注)事業実施期間中に本計画が変更となる場合は、本様式に変更内容を記載したうえで速やかに知事に届け出ること。
第２号様式（第２条関係）
令和　　　年　　月　　日
委　任　状
高知県知事　　　　　　　様
　　　        　　　　　　　               委任者住所（郵便番号及び本社所在地）      

      　　　　　           　　　　　　　  委任者会社名（名称）　　　　　　 

                                         役職　氏名　　　　　　　　　　
私は、　　　　　　　を代理人と定め、令和　年　月　日から令和　年　月　日まで、下記事項に関する一切の権限を委任します。
記
委任事項
　　　高知県IoT推進事業費補助金の申請、報告及び受領について
	第３号様式（第８条関係）

費目別支出経費明細書

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経費区分
	種別

(費目)
	
	
	

	　
	　
	
	
	

	
	
	
	　
	
	

	管理No.
	支払

年月日
	支払先
	内容
	補助事業に要した経費（税込）
	補助対象経費
（税抜）

	1
	　
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　
	　

	6
	　
	　
	　
	　
	　

	7
	　
	　
	　
	　
	　

	8
	　
	　
	　
	　
	　

	9
	　
	　
	　
	　
	　

	10
	　
	　
	　
	　
	　

	合　計
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注) １　支出明細は、機械装置費、原材料費等「種別（費目）」別（労務費除く）に、作成してください。

２　「経費区分」欄は、費目に該当する機器装置費、事業費を記入してください。

３　添付する証拠書類（契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）の右上に管理No.を記入し、順番に整理

して各支出明細書の後に添えてください。

別紙
直接人件費を計上する際の関係書類等について

直接人件費とは、補助金交付申請書の事業計画に直接従事する者が、開発業務に携わる時間（以下「補助事業従事時間」という。）に対する人件費となります。ここで、補助金交付申請書の事業計画に直接従事する者とは、補助事業者と雇用契約が結ばれている者に限ります。

１．直接人件費の積算
補助事業における直接人件費は、（１）に規定する方法により算定した時間給額に、（２）に規定する方法により算定した補助事業従事時間を乗じて算出します。
（１）時間給額の算出方法

補助金交付申請書提出段階と実績報告書（中間実績報告書及び概算払請求書）提出段階では、算出方法が異なります。

①　補助金交付申請書提出段階（時間給額の仮設定）

「補助事業従事者の時間給算出表－１」において次に掲げるとおり計算を行い、時間給額の仮設定をしてください。
（ア）健保等級適用者は、交付申請時点の健保等級を基に経済産業省大臣官房会計課が作成する等級単価一覧表（以下、「人件費単価一覧表」という。）で時間給額を仮設定します。
（イ）健保等級適用外で年額給与又は月額給与の者は、雇用契約書に規定された年額給与又は月額給与を基に、「人件費単価一覧表」より該当する時間給額を仮設定します。
（ウ）健保等級適用外で日給給与の者は、雇用契約書に規定された日給額を所定労働時間で除した額を人件費単価とします。通勤費を支給される場合は、日給額に通勤費日額を加算して時間給額を算出します。

（エ）健保等級適用外で時間給給与の者は、雇用契約書に規定された時間給額とします。通勤費を支給される場合は、通勤費日額を所定労働時間で除した額を時間給額に加算します。
②　実績報告書（中間実績報告書及び概算払請求書）提出段階（時間給額の確定）
「補助事業従事者の時間給算出表－２」において次に掲げるとおり計算を行い、時間給額を確定してください。
（ア）健保等級適用者は、補助事業期間中の健保等級実績を基に「人件費単価一覧表」で人件費単価を確認してください。この人件費単価と、直近１年間の賃金台帳による実質時間単価を比べ、低い額が時間給額となります。
（イ）健保等級適用外で年額給与又は月額給与の者は、契約金額と直近１年間（勤続期間1年未満の者にあっては在勤中とする。）の賃金台帳を基にした(実績）金額を比べ、低い額で「人件費単価一覧表」より該当する時間給額を確定します。
（ウ）健保等級適用外で日給給与者は、雇用契約書に規定された日給額を所定労働時間で除した額を時間給額として確定します。通勤費を支給された場合は、日給額に通勤費日額を加算して時間給を確定します。
（エ）健保等級適用外で時間給給与者は、雇用契約書に規定された時間給額として確定します。通勤費を支給された場合は、通勤費日額を所定労働時間で除した額を時間給額に加算して時間給を確定します。
（２）補助事業従事時間の算出について

（１）と同様、補助金交付申請書提出段階と実績報告書（中間実績報告書及び概算払請求書）提出段階では、算出方法が異なります。

①　補助金交付申請書提出段階（補助事業従事時間の仮設定）

補助事業期間中の補助事業従事者の活動計画を立て、補助事業従事時間を設定してください。
②　実績報告書（中間実績報告書及び概算払請求書）提出段階（補助事業従事時間の確定）
補助事業従事者ごとに実績時間を集計、把握してください。また、証拠書類として作業内容の詳細がわかる資料（週報や月報等）を準備してください。
なお、補助事業従事時間の算出に当たっては、次に掲げる事項にご注意ください。
（ア）年俸制の場合は、就業規則等に定める１日の所定労働時間数を超えて補助事業に従事しても、就業規則上の１日の所定労働時間を直接人件費の対象の上限とします。
（イ）時間外勤務、休日出勤等を行った場合は、補助事業従事時間の算出に当たり補助事業主から補助事業従事者への時間外勤務手当及び休日出勤手当が支払われていないと補助対象経費とは認められません。
（ウ）補助事業従事時間からは、次に掲げる時間を除きます。
a 出張等の移動時間
b 昼休み時間及び休憩時間
c 高知県との打合せ
d 就業時刻に遅刻又は早退をした時間
e 一般従業者への研修及び訓練
f 補助金申請書等（試作開発や改良の記録の整理を含む。）の作成業務
g 経理担当者の作業時間

h その他補助事業以外の業務に従事した時間
２．直接人件費を計上している場合に必要となる関係書類について
補助金交付申請書及び実績報告書（中間実績報告書及び概算払請求書）提出時等においては、直接人件費に係る計算の適正を確認するために、下表に掲げる書類をそれぞれ添付して知事に提出してください。

	直接人件費に係る整理保管等書類
	交付申請時

の提出書類
	(中間)実績報告時の提出書類
	備考

	補助事業従事者一覧表【人件費様式１】
	○
	○
	

	就業規則及び給与規程（写し）
	○
	
	

	補助事業従事者の時間給算出表
	○

算出表-１

【人件費様式２】
	○

算出表-２

【人件費様式３】
	

	雇用契約書（時間給、日給、月額、年額等の給与契約者）（写し）
	○
	○
	該当者がいる場合のみ提出

	労務費明細書【人件費様式４】
	
	○
	明細に記載した作業内容の詳細がわかる資料を準備すること

	年間所定労働時間算出表【人件費様式５】
	
	○
	

	被保険者標準決定通知書（写し）、同改訂通知書（写し）又は健保等級証明書【人件費様式６】
	
	○
	健保等級適用者のみ提出

	賃金台帳(直近1年間分)(写し)又は【人件費様式７】
	
	○
	

	事業期間中の給与支払書類(銀行振込受領書等)(写し)
	
	○
	事業期間中

のみ


【人件費様式１】

補助事業従事者一覧表

	職　種
	役　職
	氏　名
	時間給額
の適用区分

	
	　
	　
	

	
	　
	　
	

	
	　
	　
	

	
	　
	　
	

	
	　
	　
	


(注１)時間給額の適用については、次の区分で記載してください。

Ａ：健保等級適用者

Ｂ－ａ：健保等級適用以外の者で、年額で給与が定められている者

Ｂ－ｂ：健保等級適用以外の者で、月額で給与が定められている者

Ｂ－ｃ：健保等級適用以外の者で、日額で給与が定められている者

Ｂ－ｄ：健保等級適用以外の者で、時間給額で給与が定められている者

(注２)事業実施期間中に事業従事者が変更となる場合は、本様式に変更内容を記載したうえで速やかに知事に届け出ること。
【人件費様式２】

補助事業従事者の時間給算出表－１【補助金交付申請書添付用】

 Ａ　健保等級適用者
	氏　名
	健保等級に基づく時間給額

	
	健保等級
	時間給額

	
	
	

	
	
	


Ｂ－ａ健保等級適用以外の者で、年額で給与が定められている者

	氏　名
	年額給与契約額
	健保等級に基づく時間給額

	
	
	相当健保等級
	時間給額

	
	
	
	

	
	
	
	


(注)　交付申請時点の契約年額給与を基に相当健保等級と時間給額を記入してください。

Ｂ－ｂ健保等級適用以外の者で、月額で給与が定められている者

	氏　名
	月額給与契約額
	健保等級に基づく時間給額

	
	
	相当健保等級
	時間給額

	
	
	
	

	
	
	
	


(注)　交付申請時点の契約月額給与を基に相当健保等級と時間給額を記入してください。

Ｂ－ｃ健保等級適用以外の者で、日額で給与が定められている者

	氏　名
	日額給与
	通勤単価(*1)
	合計額
	所定労働時間
	時間給額(*2)

	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	（Ｃ）＝Ａ+Ｂ
	（Ｄ）
	（Ｅ）＝Ｃ/Ｄ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


(注)　交付申請時点の契約日額給与及び通勤手当を基に時間給額を記入してください。

(*1)　通勤単価とは、雇用契約書に通勤手当が規定されている者を対象に、1日当たりの通勤手当から消費税及び地方消費税相当額を除した額をいいます。

(*2)　小数点以下は、切り捨ててください。

Ｂ－ｄ健保等級適用以外の者で、時間給額で給与が定められている者

	氏　名
	(契約)時間給額
	通勤単価(*1)
	所定労働時間
	時間給額(*2)

	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	（Ｃ）
	（Ｄ）＝Ａ+Ｂ/Ｃ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)　交付申請時点の契約日額給与及び通勤手当を基に時間給額を記入してください。

(*1)　通勤単価とは、雇用契約書に通勤手当が規定されている者を対象に、1日当たりの通勤手当から消費税及び地方消費税相当額を除した額をいいます。

(*2)　小数点以下は、切り捨ててください。

【人件費様式３】

補助事業従事者の時間給算出表－２【(中間)実績報告書添付用】

 Ａ　健保等級適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間所定労働時間　　時間　　分(B)
	　
氏　名
	健保等級に基づく時間給額
	賃金台帳（実績）による検証

	
	年/　月～　月
	年間給与額（実績）(A)
	相当

時間給額(A/B) (*)

	
	健保等級
	時間給額
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)１　（中間）実績報告書に健保等級証明書及び賃金台帳を添付し、提出してください。

２　賃金台帳による検証の結果、相当時間給額が健保等級に基づく時間給額を下回った場合は、相当時間給額を時間給額の確定額としてください。

３　事業実施期間内に従事者の健保等級が変更となった場合は、健保等級及び時間給額を適用期間別に記入してください。

４　年度をまたいで事業を実施する場合は健保等級に基づく時間給額が変更となる場合があります。その場合は各年度毎の時間給額及び該当する期間を記入してください。

(*)　小数点以下は、切り捨ててください。

Ｂ－ａ健保等級適用以外の者で、年額で給与が定められている者

	氏　名
	年額給与契約額
	賃金台帳（実績年額）
	（Ａ）又は（Ｂ）の

少額の方の健保等級
	時間給額

	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)　（中間）実績報告書に雇用契約書（年額給与額明記）及び賃金台帳を添付し、提出してください。

Ｂ－ｂ健保等級適用以外の者で、月額で給与が定められている者

	氏　名
	月額給与契約額
	賃金台帳（実績月額）
	（Ａ）又は（Ｂ）の

少額の方の健保等級
	時間給額

	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)１　（中間）実績報告書に雇用契約書（月額給与額明記）及び賃金台帳を添付し、提出してください。

２　賃金台帳の該当期間は、直近1年間、1年未満の場合は、直近6月間を対象期間としてください（賞与の月間均等化のため）。

Ｂ－ｃ健保等級適用以外の者で、日額で給与が定められている者

	　　　氏　名
	(契約)日額給額
	通勤単価(*1)
	所定労働時間
	時間給額(*2)

	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	（Ｃ）
	（Ｄ）＝Ａ+Ｂ/Ｃ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)　事業終了時又は中間実績報告時には（中間）実績報告書に雇用契約書（日額給与額及び通勤手当額明記）を添付し、提出してください。

(*1)  通勤単価とは、雇用契約書に通勤手当が規定されている者を対象に、1日当たりの通勤手当から消費税及び地方消費税相当額を除した額をいいます。

(*2)  小数点以下は、切り捨ててください。
Ｂ－ｄ健保等級適用以外の者で、時間給額で給与が定められている者

	　　　氏　名
	(契約)時間給額
	通勤単価(*1)
	所定労働時間
	時間給額(*2)

	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	（Ｃ）
	（Ｄ）＝Ａ+Ｂ/Ｃ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注)　事業終了時又は中間実績報告時には（中間）実績報告書に雇用契約書（時間給与額及び通勤手当額明記）を添えて、提出してください。

(*1)  通勤単価とは、雇用契約書に通勤手当が規定されている者を対象に、1日当たりの通勤手当から消費税及び地方消費税相当額を除した額をいいます。

(*2)  小数点以下は、切り捨ててください。
